
３. 経  過  的  長  期  経  理

（１）事業の概要

経過的長期経理では、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律附則第 49 条の 2 に規定する国の組合の経過的長期給付及びこれに準ずる給付並びに同法附則第

50条第1項の規定に基づく拠出金の拠出及び同法附則第76条第1項の規定に基づく拠出金の受入れ

に関する取引を経理する。 

（２）経理の概況

イ 経常損益

経常収益の総額は50,693百万円で、前年度に比べ34,609百万円の増加（215.2％）となっている。 

このうち「負担金収入」は 13,523 百万円で、前年度に比べ 1,296 百万円の減少（△8.7％）となっ

ている。

「基礎年金交付金収入」は44百万円で、前年度に比べ2百万円の減少（△5.1％）となっている。 

「拠出金収入」は36,950百万円となっている。 

「その他の収入」は 177 百万円で、前年度に比べ 1,043 百万円の減少（△85.5％）となっている。

なお、｢その他の収入｣の大半は「退職一時金等返還金収入」（177百万円）である。 

一方、経常費用の総額は169,267百万円で、前年度に比べ585百万円の増加（0.3％）となっている。 

このうち「給付金」は167,078百万円で、前年度に比べ1,300百万円の増加（0.8％）となっている。 

「業務経理へ繰入」は2,184百万円で、前年度に比べ164百万円の増加（8.1％）となっている。 

「その他の経費」は5百万円で、前年度に比べ879百万円の減少（△99.5％）となっている。 

この結果、経常損益は△118,573百万円となった。 

ロ 特別損益

特別利益は71百万円となっている。

一方、特別損失は1百万円となっていることから、特別損益は71百万円となった。

ハ 当期損益

以上の結果、当期損益は△118,502百万円となり、この損失金は経過的長期給付積立金から取り崩す

ことになる。



（３）資産の内訳 
 
短期性預金等は3,897百万円で、前年度に比べ116,889百万円の減少（△96.8％）となっている。 
また、経過的長期給付積立金は846百万円で、前年度に比べ118,502百万円の減少（△99.3％）と

なっている。 

 
 
（参 考） 

区  分 3年度末 4年度末 増△減 増△減率 

年 金 受 給 権 者 数 1,308千人 1,296千人 △12千人 △0.9％ 

一 人 当 た り 年 金 額 136千円 135千円 △1千円 △0.6％ 

 
 



経 過 的 長 期 経 理 主 要 科 目 損 益 比 較 表

科 　　　　  目 ３年度決算額 ４年度決算額 増 △ 減 額 増△減率

経   常   収   益

    負   担   金   収   入      14,818,101 13,522,575 1,295,527△       8.7△         

事 業 主 負 担 金 2,142,659 2,123,483 19,177△           0.9△         

公 経 済 負 担 金 488,383 460,343 28,040△           5.7△         

追 加 費 用 12,187,059 10,938,749 1,248,310△       10.2△        

    基礎年金交付金収入 46,294 43,927 2,367△             5.1△         

0 36,949,657 36,949,657 -

    そ  の  他  の  収  入 1,220,377 177,190 1,043,187△       85.5△        

16,084,773 50,693,349 34,608,576 215.2

    給         付         金 165,778,504 167,078,022 1,299,518 0.8

    業 務 経 理 へ 繰 入     2,019,680 2,183,985 164,305 8.1

    そ  の  他  の  経  費 883,740 4,522 879,218△         99.5△        

168,681,924 169,266,529 584,605 0.3

152,597,151△    118,573,180△    34,023,971

    前 期 損 益 修 正 益 53,388 71,352 17,963 33.6

    固 定 資 産 売 却 益 20,201,951 0 20,201,951△     -

20,255,340 71,352 20,183,988△     99.6△        

特   別   損   失

    前 期 損 益 修 正 損 1,465 604 861△               58.7△        

20,253,875 70,747 20,183,127△     

132,343,276△    118,502,433△    13,840,844

計

経   常   損   益

特   別   利   益

当     期     損     益

計

特   別   損   益

(単位：千円、％）

    拠   出   金   収   入 

計

経   常   費   用



経 過 的 長 期 経 理 資 産 構 成 割 合

金      額 割 合 金      額 割 合 増△減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

120,786,023 100.0 3,897,285 100.0 △ 116,888,738 96.8 △    

増△減率

千円 千円 千円 ％

年 間 平 均 資 産

312,233,998 2.68 ％
170,467,458 11.94 ％
45,624,142 0.00 ％

2 8,375,774

4 483

（単位：千円）

年度 正 味 運 用 収 入 額 運 用 利 回 り

3 20,351,016

                              年度別運用利回り

（参  考）

区             分 ３ 年 度 決 算 ４ 年 度 決 算 増 △ 減 額

経 過 的 長 期 給 付 積 立 金 119,348,266 845,834 99.3 △    118,502,433△

短 期 性 預 金 等

（年度末現在）

区 分
３ 年 度 決 算 ４ 年 度 決 算 増　　 △　減 

金      額



経　過　的　長  期  経  理

貸  借  対  照  表
令和 5年 3月31日現在

            借        方 金    額             貸        方 金    額

円 円 円 円

流 動 資 産 3,897,285,060 流 動 負 債 3,051,451,455

3,413,803,425 3,041,396,569

5,448 10,054,886

483,476,187

3,051,451,455

剰   余   金 845,833,605

(845,833,605)

845,833,605

845,833,605

3,897,285,060 3,897,285,060

純 資 産 合 計

経過的長期給付積立金

経過的長期給付積立金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

現 金 ・ 預 金 未 払 金

未 収 収 益 預 り 金

未 収 金



経　過　的　長  期  経  理

損  益  計  算  書
自  令和4年 4月 1日
至  令和5年 3月31日

            損        失 金    額             利        益 金    額

円 円 円

経 常 費 用 169,266,528,784 経 常 収 益 50,693,348,663

(167,082,544,001) (50,692,889,149)

134,787,039,559 13,522,574,815

2,640,653,932 43,926,735

29,623,148,617 36,949,657,000

3,409,125 176,575,107

23,047,552 155,492

717,290 (459,514)

6,000 459,514

4,390,008

131,918

(2,183,984,783)

2,183,984,783 特 別 利 益 71,351,635

71,351,635

604,274

604,274

当 期 損 失 金 118,502,432,760

169,267,133,058 169,267,133,058合 計

当期損失金118,502,432,760円は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行及び国家公務員の退職給付の給付
水準の見直し等のための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う国家公務員共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関
する政令（平成２７年政令第３４５号）第１４３条において準用する国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号）第９条第４項の規定により積立金を減
額して整理する。

合 計

前 期 損 益 修 正 益

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損

業 務 経 理 へ 繰 入

死 亡 一 時 金

未 収 給 付 金 償 却 額

雑 費

繰 入 金

受 取 利 息

通 算 退 職 年 金

返 還 一 時 金

雑 収 入

運 用 収 入

遺 族 給 付

基礎年金交付金収入

公 務 災 害 給 付

拠 出 金 収 入

退職一時金等返還金収入

事 業 費 用 事 業 収 益

退 職 給 付 負 担 金 収 入

障 害 給 付



重 要 な 会 計 方 針 等 

 

 

１．その他の財務諸表作成のための重要な事項 

（１） 消費税の会計処理方法 

税込方式によっている。 



１．子会社及び関連会社の株式の明細
該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細
該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細
該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細
該当なし

５．国庫補助金等の明細

貸借対照表 損益計算書

円

43,926,735 －
経常収益
  基礎年金交付金収入

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細
該当なし

７．その他主な資産、負債の明細

国家公務員共済組合連合会等交付金
年金特別会計

（基礎年金勘定）

摘   要

          国  庫  補  助  金  等  明  細  表

国庫補助金等の名称
支 出 元 の
会 計 区 分

金    額
国庫補助金等との関連科目



取引金融機関名 区 分 金 額 摘 要

円

 みずほ銀行虎ノ門支店 ほか３行 普　通　預　金
3,413,803,425

種 別 金 額 氏 名 摘 要

円

負 担 金 収 入 30,487,242 衆 議 院 共 済 組 合 ほ か

給 付 金 146,503,196 年 金 受 給 者 ほ か

負 担 金 等 精 算 8,062,532 厚生年金保険経理ほか

業 務 経 理 へ 繰 入 298,423,217 業 務 経 理 繰入金戻入額

合　　　　計 483,476,187

種 別 金 額 氏 名 摘 要

円

預 金 利 息 5,448 三 菱 UFJ 信 託 銀 行 ほ か

合　　　　計 5,448

預 金 明 細 表

未収金 明 細 表

未収収益明細表



未 払 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

負 担 金 収 入 3,443,795 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

仮 受 金 精 算 62,206,440 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

給 付 金 79,967,587 年 金 受 給 者

年 金 給 付 額 振 替 2,893,341,383 厚 生 年 金 保 険 経 理

負 担 金 等 精 算 2,437,364 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

合　　　　計 3,041,396,569

預 り 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

給 付 金 9,869,979 年 金 受 給 者

所 得 税 184,907 年 金 受 給 者 ほ か

合　　　　計 10,054,886



増　加　額 減　少　額

円 円 円 円

経過的長期
給付積立金

119,348,266,365 0 118,502,432,760 845,833,605

利 益 剰 余 金 計 算 書

自令和４年　４月　１日　　　　至令和５年　３月３１日

0 円

△ 118,502,432,760 円

118,502,432,760 円

118,502,432,760 円

0 円

貸借対照表計上額 摘　　　要

            積      立     金

　　　　　　　    　   　　　       　　積 立 金 明 細 表

区　　　分 前期繰越額
当　　　　　　期

１．積 　 立　  金

２．当 期 損 失 金

３．当 期 処 分 額

経過的長期給付積立金取り崩し




